
題への対応として、への構造計算書偽装問題への題への対の対へ
トしました。新しい建築士制度がスタートト
ガイドラインが策定されました。ガイドラインが策定されました。この一環として、工事監理ガガガガ

工事監理
ガイドラインが
策定されました。

発行　新・建築士制度普及協会協会
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………………………………………



3

　工事監理とは、「その者の責任において、工事を設計図書と照合し、それが設計図書のとおりに実

施されているかいないかを確認すること（建築士法第２条第７項）」であり、一定の建築物の工事監理

は建築士が行うこととなっています。また、建築基準法において、一定の建築物の工事をする場合、工

事監理者を定めることは建築主の義務となっており、これらの規定に違反した工事は、することがで

きません。（建築基準法第５条の４第４項、第５項）

　ところが、構造計算書偽装問題や欠陥住宅問題などを通じて、工事監理が適切に機能していない実

態が明らかになっているとの指摘があります。また、工事監理が適切に行われていれば防ぐことができ

たと思われる欠陥住宅などの被害もあります。

　そこで、国土交通省では、工事監理の適正化を図るために、工事監理ガイドラインを策定しました。

　工事監理ガイドラインを参考として、工事監理者が適切に工事監理を行うとともに、建築主、設計者、

工事施工者等が工事監理に関する理解を深めることが重要です。

　建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準

を定める法律です。

　建築士法において業務独占とされる建築物の工事監理

について、建築士である工事監理者を定めることを建築主

に義務づけ、これに違反する工事を禁止するなど、工事監

理の実効性を担保しています。

　このガイドラインは、建築士事務所の開設者がその業務

に関して請求することができる報酬の基準（平成２１年国土

交通省告示第１５号）別添一第２項「工事監理に関する標準

業務及びその他の標準業務」のうち、第一号「工事監理に

関する標準業務」の表第（４）欄に掲げる「工事と設計図書

との照合及び確認」の業務内容に示す「確認対象工事に応

じた合理的方法」について具体的に例示することを目的と

しています。

　このガイドラインにおいて、確認対象工事は、建築物の新

築工事で、戸建木造住宅（軸組工法及び枠組壁工法による

ものに限ります。）及び戸建木造住宅以外の建築物（「非木

造建築物」）に係る建築工事、電気設備工事、給排水衛生設

備工事、空調換気設備工事及び昇降機等工事（建築物の新

築に係るものに限る。）としています。

建築基準法

　建築物の設計、工事監理等を行う技術者の資格を定める

法律です。建築物の用途、構造、規模等に応じて、一級建築

士、二級建築士又は木造建築士でなければ設計又は工事

監理を行ってはならない（業務独占といいます。）こととし

ています。

建築士法

　建築士法第２５条において、国土交通大臣は、中央建築士

審査会の同意を得て、建築士事務所の開設者がその業務

に関して請求することのできる報酬の基準を定め、これを

勧告することができることとされています。

　業務報酬基準は、この規定に基づき、標準的な業務内容

と業務量を示すことで、建築士事務所における業務の適正

化を担保するとともに、建築主にとっても委託する設計業

務や工事監理業務の報酬決定に際しての目安となること

を目的としています。

　構造計算書偽装問題への対応として、平成２１年１月７日、

新しい業務報酬基準（平成２１年国土交通省告示第１５号）

が策定されました。

平成２１年国土交通省告示第１５号

工事監理ガイドライン



建築主は、設計者、工事監理者、工

事施工者の選定・契約から、設計条

件の詳細の確定に至るまでの主体

です。設計者、工事監理者を選定す

る必要があります。

設計者は、建築工事に必要な情報

が記載されている設計図書を作成

する役割を担っています。一定の建

築物の設計は建築士の独占業務で

あり、資格者としての責務を負って

います。この設計者の作成する設

計図書に基づいて、工事や工事監

理が行われます。

建築主

設計者

4

建築主と設計者、工事監理者
などの役割分担
　建築物の安全性の確保と質の向上を図るためには、建築主、設計者、工事監理者など

が適切にその役割を果たすことが重要です。

建築主と設計者、工事監理者などの役割分担



工事監理者は、設計図書のとおりに工事が

行われているかを確認し、欠陥の発生を未

然に防ぐ重要な役割を担っています。一定

の建築物の工事監理は建築士の独占業務

であり、資格者としての責務を負っています。

工事施工者は、工事請負契約書に

定められた工期と金額で、設計図書

どおりの建築物の工事を実施する

役割を担っています。また、施工管

理者として、施工の品質、工程の進

捗状況、専門業者の管理等を行い

ます。

行政（または指定確認検査機関）は、

設計図書の段階で「建築確認」、工

事の段階で「中間検査」「完了検査」

を実施します。

（注）対象となる建築物や検査工程は建築地

の特定行政庁（都道府県又は市区町）が指定

しています。

行政
（または指定確認検査機関）

工事監理者

工事施工者

5

（注）工事監理者は、一般的に建築士法に定める工事

監理に加えて、それに伴うさまざまな業務を行います。

これらを合わせて監理業務といい、これを行う工事監

理者を一般に監理者といいます。
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設計者行政行政 工事監理者 建築主 工事施工者

建築意思の
決定

施
　
　
　
工 

工事と設計図書との照合
立会い・打合せなど

中間検査の申請

完成

着工

建築確認

引渡し

工事施工者の
選定・契約

※ 中間検査や完了検査の申請時には、工事監理の状況報告が必要です

●建築物ができるまでのフロー

または
指定確認検査機関

または
指定確認検査機関

完了検査の申請

建築確認申請

完了検査 ※

中間検査 ※

設
　
計

設計者の
選定・契約

工事監理者の
選定・契約

工
事
監
理
な
ど
の

監
理
業
務

工
事
監
理
報
告
書
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建築主

　建築主は、建築基準法で義務づけられている工事監理者を定め、建築士事務所と工事監理など

の監理業務に関する契約を締結します。

　なお、契約締結前には、あらかじめ、建築主に対し重要事項説明を行うことが義務づけられて

います。また、契約締結後には、契約内容を明らかにした書面の交付を行う必要があります。

②契約の
　締結

管理建築士または所属建築士

建築士事務所

建築士事務所の開設者

③書面の交付（契約の締結後）

重要事項説明の事項に加え、以下の事項

①重要事項説明（契約の締結前）

適切な工事監理の実施には、
適切な契約の締結が重要です。

●工事と設計図書との照合の方法

●工事監理の実施の状況に関する報

告の方法

●報酬の額及び支払の時期

●契約の解除に関する事項　等

●工事監理の内容

●工事監理の実施の期間及び方法

●契約の年月日

●契約の相手方の氏名または名称

契約手続の重要性
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工事監理ガイドラインの概要

工事監理ガイドラインは、
確認対象工事に応じた工事監理
の合理的方法を例示しています。

一「工事監理に関する標準業務」 

●「工事監理と監理の関係」及び
「工事監理ガイドラインと告示第１５号の関係」イメージ図

平成２１年国土交通省告示第１５号では、工事監

理（「工事と設計図書との照合及び確認」）につ

いて、“工事施工者の行う工事が設計図書の内

容に適合しているかについて、設計図書に定め

のある方法による確認のほか、目視による確認、

抽出による確認、工事施工者から提出される品

質管理記録の確認等、確認対象工事に応じた合

理的方法により確認を行う”と定めています。

　工事監理ガイドラインは、あくまでも建築物の新築工事における監理業務のうち、

工事監理について、確認対象工事に応じた合理的方法を例示するものです。

　建築工事は個別性が高く、工事監理の内容・方法等を一律には定められません。適

正な工事監理を行うための具体的な方法等は、工事監理ガイドラインを参考にそれぞ

れの工事に即して、工事監理者が合理的に判断し、的確に決定することが重要です。

確認対象工事に応じた合理的方法について

告示第１５号

に含まれない

追加的な業

務項目（６）

（建築士法

第２０条第３項

に対応）

項目（５） 

（建築士法

第１８条第３項

に対応） 

 項目（４）

（建築士法第２条

第７項に対応）

工　事　監　理

「工事監理に関

する標準業務及

びその他の標準

業務に付随する

標準外の業務」

［別添一］ 第２項　「工事監理に関する標準業務及びその他の標準業務」

工事監理ガイドラインの取扱い範囲

項目

（１）～（７） 

項目

（１）～（３） 

建築士法による工事監理者の法定業務

監　理　（監理者の業務）

告示第１５号

二「その他の

　標準業務」

［別添四］ 第２項

一～三
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　　　項　　目
　

１.１ 材料

２.２ 施工

２.１ 施工

３.１ 材料

３.２ 施工

工事の種別

 １.一般共通事項

 ２.仮設工事

 ３.土工事

　　   確認項目

●規格（認定を受けた材料

を含む）

●品質、性能

●ホルムアルデヒド等の

発散

●認定を受けた工法

●敷地状況、境界石の位置、

隣地との高低差

●建築物等位置

●設置状態、位置

●高さ（設計GLとの関係）

●種類、土質

●根切り底の深さ、状態

●支持地盤（直接基礎の場

合）

　　　具体的な確認方法

●目視に係る立会い確認

●計測に係る立会い確認

●試験に係る立会い確認

●自主検査記録・材料搬入報告書・

試験成績書・規格証明書等に係る

書類確認

　①規格品であることの確認

　②品質、性能を証明する資料を受

理し、内容を確認

　③材料の各報告書を受理し、内容

を確認

●目視に係る立会い確認

●計測に係る立会い確認

●自主検査記録・計測記録等に係る

書類確認

●目視に係る立会い確認

●計測に係る立会い確認

●設計ＧＬとの関係（高さ）を自主

検査記録・計測定記録・工事写真

等により書類確認

●目視に係る立会い確認

●自主検査記録・施工記録・材料搬

入報告書等に係る書類確認

●目視に係る立会い確認

●計測に係る立会い確認

●自主検査記録・施工記録・工事写

真…

●工事監理ガイドライン

確認項目（抜粋）（非木造建築物　建築工事編）

工事内容 工事監理者の確認内容

１）敷地の状況

　 及び縄張り

２）ベンチマーク

１）埋戻し土

　及び盛土

１）根切り

（以下省略）
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工事監理ガイドラインの具体的な内容 Ⅰ

工事監理者建築主 工事施工者

　この図は非木造建築物の監理業務（工事監理を含む。）に関し、建築主と工事監理者、工事施
工者の間でどのようなことが行われるのかの一例です。（鉄筋コンクリート造、鉄骨造の場合）

工事と設計図書との照合方法及び工事監理
の実施状況に関する報告方法の作成と説明

立会い

着工前

業務報酬基準（告示第１５号）

工事監理ガイドラインの活用

工事請負契約書の作成

・確認の要請

・確認への

  立会い

工事請負契約の締結

監理業務契約の締結

1

2

3

5

4

6

7

8

9

10

11

12

13

工事と設計図書との照
合方法及び工事監理の
実施状況に関する報告
方法の確認

工事監理報告書の受領

非木造
建築物の例監理業務の流れ

建築主に対する重要事項説明

　　　　　　

基礎配筋時・基礎完了時の確認

１階立上り（１階柱・壁、2階梁・スラブ）の確認

基準階の確認

最上階の確認

各種仕上げ工事の確認

設備工事の確認

工事完了の確認

工事監理等の完了の手続
（工事監理報告書の作成）

躯体工事

鉄骨工事の確認

着工時の確認

地業工事の確認

設計図書の内容の把握

監理業務委託契約書類の作成

書面の交付

工事の施工

鉄筋・コンクリート工事の確認
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2

3

4

5

6

7

1

8

9

10

11

12

13

着工前※

　◆工事監理方針の説明
　◆設計図書の内容等の把握
　◆施工図等を設計図書に照らして検討及び報告

着工時の確認

　◆着工時の敷地、建築物位置
　　・敷地状況、境界石の位置の確認
　　・ベンチマークの確認
地業工事の確認

　◆杭地業（既製コンクリート杭、鋼杭、場所打ちコンク
リート杭）

　　・材料の確認…製造所名、鉄筋、コンクリート
　　・施工の確認…支持地盤、継手の状態、杭の位置
　　・試験…試験杭、許容支持力
　◆砂利、砂、捨コンクリート地業
　　・材料の確認…砂利、砂、無筋コンクリート
　　・施工の確認…敷均し及び締固め、仕上げ状況
鉄筋・コンクリート工事の確認

　◆鉄筋工事
　　・材料の確認…鉄筋、スペーサー
　　・施工の確認…配筋状況、圧接継手、特殊な継手
　　・試験…ガス圧接
　◆コンクリート工事
　　・材料の確認…セメント、骨材、水
　　・施工の確認…型枠の組立、コンクリート打込
　　・試験…フレッシュコンクリート、構造体コンクリート

　　　  の強度試験
鉄骨工事の確認

　　・材料の確認…鋼材、高力ボルト、デッキプレート、耐火被覆
　　・施工の確認…資格、製作、溶接接合、ボルト接合、鉄骨
　　　　　　　　　建方、耐火被覆
　　・試験…溶接接合、スタッド溶接接合
基礎配筋時・基礎完了時の確認

　　・設計図書に基づき、鉄筋の配筋状況、コンクリートの品
質管理、型枠の存置期間、配筋、ＣＤ管、設備スリーブ等
に関する確認を行う。

１階立上り（１階柱・壁、２階梁・スラブ）の確認

　　・地上躯体工事着手時であり、基礎配筋時、基礎完了時

と同じ確認をするが、特に工事施工者の管理能力を把握
し、以後の工事監理の頻度・抽出についての方向性を
確定する。

基準階の確認

　　・設計図書に基づき、鉄筋の配筋状況、コンクリートの品
質管理、型枠の存置期間、配筋、ＣＤ管、設備スリーブ等
に関して、抽出による確認や品質管理記録の確認など
合理的方法による確認を行う。

最上階の確認

　　・躯体の最後であり、配筋やコンクリート等の状況を確認
するとともに、防水工事等や屋上設備工事等への躯体
の対応状況（形状・仕上がり）の確認を行う。

各種仕上げ工事の確認

　　・材料の確認…規格、種類
　　・施工の確認…各仕上げ工事の施工状況、仕上がり状況

設備工事の確認

　◆電気設備工事
　　・機材の確認…規格、仕様、性能
　　・施工の確認…施工時、完成時の状況
　　・試験…性能試験、総合性能機能試験
　◆給排水衛生設備工事・空調換気設備工事
　　・機材の確認…規格、仕様、性能
　　・施工の確認…施工時、完成時の状況
　　・試験…総合調整、総合性能機能試験
　◆昇降機等工事
　　・機材の確認…規格、仕様、性能
　　・施工の確認…施工時、完成時の状況
　　・試験…停復電総合、防災総合
工事完了の確認

　◆工事の最終確認
　　・設計図書との照合
　◆関係機関の検査※
　　・関係機関による検査への立会い
工事監理等の完了の手続※

　◆工事監理等の完了の手続
　　・工事請負契約の目的物の引渡し立会い
　　・工事監理報告書の作成、提出

　非木造建築物のうち、鉄筋コンクリート造、鉄骨造の設計図書に通常記載されている内容を前
提として、数ある施工工程の中から、特に重要な工事監理及びそれに伴う業務のポイントを例示
したものです。

非木造
建築物の例重要な工事監理のポイント

（注）※：工事監理に伴う業務
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工事監理者建築主 工事施工者

工事監理ガイドラインの具体的な内容 Ⅱ

立会い

工事請負契約書の作成工事請負契約の締結

2

3

4

5

6

8

7

9

10
工事監理報告書の受領

　この図は戸建木造住宅の監理業務（工事監理を含む。）に関し、建築主と工事監理者、工事施
工者の間でどのようなことが行われるのか、順を追って説明したものの一例です。

監理業務の流れ

着工時の確認

土工事・地業工事の確認

基礎工事の確認

木造躯体工事の確認

断熱工事の確認

各種仕上げ工事の確認

設備工事の確認

工事完了の確認

工事監理等の完了の手続

（工事監理報告書の作成）

・確認の要請

・確認への

  立会い

工事の施工

工事と設計図書との照合方法及び工事監理
の実施状況に関する報告方法の作成と説明

工事監理ガイドラインの活用

監理業務契約の締結

1

工事と設計図書との照
合方法及び工事監理の
実施状況に関する報告
方法の確認

設計図書の内容の把握

監理業務委託契約書類の作成

書面の交付

着工前

業務報酬基準（告示第１５号）

建築主に対する重要事項説明

戸建木造
住宅の例
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2

3

4

5

1 6

7

8

9

10

着工前※

◆工事監理方針の説明
◆設計図書の内容の把握
◆施工図等を設計図書に照らして検討及び報告

着工時の確認

◆着工時の敷地、建物位置及び高さ

　　・敷地状況、境界石の位置の確認
　　・隣地との高低差の確認
　　・敷地内既存物と建物の位置の確認
　　・ベンチマークの確認

土工事・地業工事の確認

◆地盤

　　・材料の確認…造成状態、地質と地耐力度
　　・施工の確認…杭・地盤補強（径、長さ、深さ、位置）

◆根切り

　　・施工の確認…根切り底、支持力、砕石（割栗）地業

基礎工事の確認

◆鉄筋、金物

　　・材料の確認…規格、種類、材質、寸法、径
　　・施工の確認…基礎形状、寸法、配置、レベル、本数

◆コンクリート

　　・材料の確認…セメント、骨材、水
　　・施工の確認…型枠の組立、コンクリート打込み、
　　　養生

◆床下防湿、防蟻措置

　　・施工の確認…敷こみ方、防湿措置、防蟻措置

木造躯体工事の確認

　　・材料の確認…木材（規格、品質、材種、形状、
断面寸法）
釘・金物（規格、形状、寸法）
薬剤（規格、品質）

　　・施工の確認…土台（基礎との取り合い、アンカーボ
　　　　　　　　　ルトの緊結）

耐力壁（材料、位置、金物取付状況）
構造材（仕口、継手、金物取付状況）
設計図書に基づいて施工状況を確認
する。

断熱工事の確認

　　・材料の確認…規格、材質、種類、形状、寸法
　　・施工の確認…固定方法、すきま、施工部位、結露対策

各種仕上げ工事の確認

　　・材料の確認…規格、種類、形状
　　・施工の確認…各仕上げ工事の施工状況、仕上がり状況

設備工事の確認

　　・材料の確認…規格、仕様、材質、寸法
　　・施工の確認…施工時、完成時の状況

工事完了の確認

　◆工事の最終確認
　　・設計図書との照合
　◆関係機関の検査※
　　・関係機関による検査への立会い
工事監理等の完了の手続※

　◆工事監理等の完了の手続
　　・工事請負契約の目的物の引渡し立会い
　　・工事監理報告書の作成、提出

　この例は戸建木造住宅について、設計図書に通常記載されている内容を前提として、数ある
施工工程の中から、特に重要な工事監理及びそれに伴う業務のポイントを例示したものです。

重要な工事監理のポイント 戸建木造
住宅の例

（注）※：工事監理に伴う業務
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はありません。
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